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研究成果の概要（和文）：災害看護における周産期の被災母子と助産活動の研究文献レビュ

ーと、過去の大震災発生時に総合病院に勤務していた助産師への面接調査を通じて、発災

直後の産科棟と助産師の状況を明らかにした。次いで、東京都災害拠点病院産科棟への質

問紙調査を行い、震災時の備えの実態を明らかにした。以上の結果をふまえ、震災発生時

における分娩期（産婦）の安全確保にむけ、産科棟の災害対策としてアクションカードを

作成した。また災害時適用の可能性を確認するため防災訓練で活用し、評価した。各ショ

ンカードのさらなる精錬と、地域連携のためのシステム作りが、今後の課題である。 
 
研究成果の概要（英文）： 
  To consider disaster nursing, we clarified the situation at an obstetrics ward and the 
midwives there immediately after a disaster by reviewing literatures on perinatal 
mother-baby pairs affected by a disaster and midwifery activities as well as by 
conducting interviews with midwives who were working at a general hospital when a 
large earthquake broke up in the past. The actual status of disaster preparedness was 
also revealed by a questionnaire survey for the obstetrics ward at a hospital designated 
as one of the disaster base medical centers by Metropolitan Tokyo government. Based 
on these results, I created Action Card as a measure to secure safety of expecting 
women or women in labor at the time of earthquake disaster. The Action Card was 
evaluated by being put in use in a disaster drill and its applicability for actual disaster 
checked. Further refinement of the Action Card and development of a system for 
cooperation with the community are still to be worked on in the future. 
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１．研究開始当初の背景 
わが国はこれまでに多くの地震・水害など

の自然の脅威に見舞われてきた。特に 1995
年の阪神・淡路大震災以降は、災害看護に関
する活動報告や調査研究などが多く発表さ
れるようになった。災害拠点病院が整備され、
中越沖地震、能登半島地震の体験を生かした
防災システムが構築されつつある。近年、病
院における災害看護への取り組みは、手術
室・人工透析室・小児病棟などの専門領域、
あるいは高齢者等の災害要援護者への取り
組みといった場や対象に焦点をあてた報告
がある。災害要援護者である妊産婦および新
生児についての取り組みについても報告さ
れているが、災害拠点病院の産科棟、特に分
娩期を焦点に当てた妊産婦支援についての
報告はみあたらなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、災害発生時における災害
拠点病院の妊産婦支援についてのシステム
を構築し評価することである。この目的のも
と、本研究では以下の課題に取り組んだ。 
（1）災害時の助産活動・妊産婦支援の実態

を明らかにすること 
（2）発災直後の被災地病院における助産活

動の実態を明らかにすること 
（3）東京都災害拠点病院産科棟における災

害への備えの実態を明らかにすること 
（4）分娩室における地震を想定した訓練に

参加した産科棟スタッフのリフレクシ
ョンを明らかにすること 

（5）震災発生時における分娩期（産婦）の
安全確保に向けて、産科棟スタッフが活
用できる産科棟災害対策を作成するこ
と 

（6）作成した産科棟災害対策を防災訓練で
実施し評価すること 

 
３．研究の方法 
（以下、各項目は上記の研究課題に対応） 
（1）周産期に被災した母子の実態と看護に

関する文献検討 
  1995 年から 2010年に発表された国内の文

献を対象に『医中誌 web.ver.4』を用いて災
害と母子・助産・妊娠・分娩・産褥をキーワ
ードに検索した。また、『災害看護文献検索
システム』を用いて「地震」分類の“災害と
妊婦・産婦・母親と赤ちゃん”領域で上記キ
ーワードを用いて検索し、台風・水害以外の
災害時対応、国外の災害看護文献を除く原著
論文を分析対象とし、検討した。 
 
（2）-①震災直後の産科棟および妊産婦の置
かれた状況と助産師の行動 
 研究期間は 2010 年 1月～3月。研究参加者

は、阪神淡路大震災時に一総合病院に勤務し
ていた助産師 4 名である。データは、フォー
カスグループインタビューにより収集し、震
災直後の産科棟の状況や助産師の思い、行動
について、質的帰納的に分析した。 
（2）-②新潟県中越地震時のＡ産科棟と助産
師の状況 
 研究期間は 2011 年 3月～4月。研究参加者
は、新潟県中越地震時に一総合病院のＡ産科
棟に勤務していた助産師 5名である。データ
は、フォーカスグループインタビューにより
収集し、震災直後の産科棟の状況や助産師の
思い、行動について、質的帰納的に分析した。 
 
（3）東京都災害拠点病院産科棟における震
災時の備えについての実態調査 
 研究期間は 2010 年 11月～2011年 1月。研
究対象者は、東京都の災害拠点病院のうち分
娩を取り扱う産科棟をもつ 51 施設のうち、
研究協力に同意の得られた防災管理者であ
る。調査項目は①災害拠点病院の種類、総病
床数、産科棟の概要、②震災時の備え；施設
全体（災害対策マニュアルの有無、防災訓練
実施の有無・回数、院内の防災教育・研究実
施の有無、院内防災委員会など設置の有無、
医療救護班派遣の有無など）、産科棟（棟内
の災害対策マニュアルの有無、棟内の防災訓
練の有無・内容、職員への教育・研修の有無・
内容、棟内防災委員会担当者の有無、平時の
災害対策及び行動の有無・内容・程度、棟内
の備蓄の有無・内容・程度）である。データ
分析は、各項目について記述統計を算出し、
割合の検討については SPSS（ver.150.ｊ）を
用いてχ2検定を行った。 
 
＊以下、（4）～（6）は一連のアクションリ

サーチとして実施した。 
（4）分娩室における地震を想定した訓練に
参加した助産師のリフレクション 
 研究期間は 2011 年 5月～2012年 1月。研
究参加者は、都内の一災害拠点病院（研究協
力施設）の産婦人科棟に勤務する助産師のう
ち、防災訓練および振り返りの会に参加した
9 名である。データは、分娩室防災訓練 1 回
を実施した 1ヵ月後、防災訓練の映像を視聴
した後のグループインタビューにより収集
し、助産師のリフレクションについて、質的
帰納的に分析した。 
 
（5）震災発生時における分娩期（産婦）の
安全確保に向けたアクションリサーチ 
 研究期間は 2011 年 5月～2012年 1月。研
究参加者は、都内の一災害拠点病院（研究協
力施設）の産婦人科棟に勤務する助産師のう
ち、研究参加に同意を得られた 10名である。
状況を変革するアプローチとして、研修会 2



回、防災訓練 1回、検討会 4 回を定期的に企
画・実施した。データは、研究経過中のディ
スカッション、グループインタビューにて収
集した。データ分析は、企画開催ごとに、研
究者と研究協力者（病棟師長・防災委員）と
で振り返り、プロセスを記述した。分析結果
をもとに産婦の安全確保に向けた災害対策
の具体的方策を検討・提案した。 
 
（6）産科棟の災害対策におけるアクション
カードの導入と活用 
 研究期間は 2011 年 5月～2012年 3月。研
究参加者は、都内の一災害拠点病院（研究協
力施設）の産婦人科棟に勤務する助産師のう
ち、病院内防災訓練時に勤務者全員である。
病院内防災訓練時に、課題（5）で作成した
アクションカードの試用を行った。データは、
研究者 3 名の参加観察・映像撮影により収集
した。データ分析は、産科観察・映像データ
から、防災訓練の中でアクションカードの内
容がどのように実施されたか、不足や不適当
な内容について役割・プロセス別に分析した。 
 
４．研究成果 
（以下、各項目は上記の研究課題に対応） 
（1）周産期に被災した母子の実態と看護に
関する文献検討 

  周産期における災害母子の実態について
は、災害により母子の心理的な影響が短期的
にも長期的にも明らかであった。災害に備え
た周産期における看護の取り組みとしては、
病棟における災害への備えについて報告さ
れ始めているが、災害時の看護の実態やケア
提供者に関する研究はほとんどなかったこ
とが明らかとなった。 
 
（2）-①震災直後の産科棟および妊産婦の置
かれた状況と助産師の行動 
 助産師は【地震が来ないという無防備さ】
の中で震災が来たと感じていた、発災が授乳
時間だったことで＜すぐさま安全確認に回
る＞後、授乳室で【赤ちゃんを抱っこした母
親の姿に安心】感を抱くものの、【余震が続
く中での安全確認の困難さ】から＜患者を集
めて避難時の段取りを考え＞ていた。産婦が
入院すると【被災者対応に追われた産科医の
不在】状況で、導入していなかった夫立ち会
い分娩を取り入れるなど＜母子の安全確保
を優先した柔軟な分娩介助＞をしていた。ま
た【自分たちも被災者だけど助産師】だと、
＜病院まで来られる人が来て働き＞＜貴重
品を全部背負って着の身着のまま働＞いて
いた。そして＜何もない/何もできないから
と母子を早期退院させる＞＜入院患者転院/
外来妊婦消化に追われ＞地震後三日もする
と産婦人科病棟は【お母さんと赤ちゃんのい
ない混合病棟】へと変わっていたことが明ら

かとなった。 
（2）-②新潟県中越地震時のＡ産科棟と助産
師の状況 
 Ａ産科棟は、2000 年問題を想定してライフ
ラインが途絶した場合の訓練を始め、年 3回
の防災訓練を実施していた。中越地震の 1週
間前にも防災訓練をしており、【災害訓練に
よってシミュレーション済みだった】と受け
止め、行動していた。助産師は【患者の安全
と避難経路の確保】をし、自主登院してきた
助産師も産科棟に到着と同時に人員配置を
把握しており【スタッフは連携良く動いた】
と振り返った。そして訓練では実施された全
館放送がなかった時、訓練に参加していた助
産師が病棟一斉放送を入れ【シミュレーショ
ン通りにならないことは補われた】。また【分
娩進行と災害対応で分娩室を離れられない】
状況の中、「この病院は震度７でも大丈夫。
倒れません」という看護部長の【一斉放送で
病棟が落ち着いた】、【病棟スタッフも妊産
婦・家族も落ち着いていた】。しかし【地震
後に入院してくる妊産婦は興奮していた】。
地震により助産師自身も被災し【被災者とし
ての生活】が続く中、病棟責任者は【地震直
後から助産師の勤務調整が始まる】こととな
った。助産師は地震と家族の安全確保と勤務
を調整し、避難生活をしながら働いていたこ
とが明らかとなった。 
 
（3）東京都災害拠点病院産科棟における震
災時の備えについての実態調査 
 有効回答は 20 施設（基幹災害拠点病院 3、
災害拠点病院 16、無回答 1施設）で有効回答
率は 39.2％であった。うち 95.0％に災害対
策マニュアルがあり、年 1～2 回訓練を実施
していた。訓練の参加者は、主に医師・看護
職であったが、患者も参加した訓練を実施し
ている施設は 10.0％だった。一方、産科独自
のマニュアルをもつ施設は 60.0％で、産科独
自の災害訓練を実施している施設は 50.0％
であった。地震を想定した訓練は 30.0％で、
ライフライン途絶時の分娩介助場面を想定
した訓練は 10.0％に過ぎなかった。産科棟内
の災害対策として、実施率が高い項目は「生
命維持に直結する優先度の高い医療器具は
非常電源に連結されている」（95％）、「倒れ
そうな棚や物はベッドやコットの周囲に置
かれていない」（90.0％）であった。実施率
の低い項目は「戸棚の転倒防止」（50％）、「引
き戸にして収納物品を飛び出さないように
する」（40.0％）、「戸棚のガラスに飛散防止
フィルムを貼る」（15.0％）であった。対策
行動で実施率が高い項目は「コットのストッ
パー」（100％）、「コットを水平に保つ」（80％）、
「褥婦に避難方法を説明する」（80.0％）で
あった。実施率が低い項目は「退院の際の家
庭での防災対策」（25.0％）、「災害時には、



紹介状や母子手帳がなくても医療機関を受
診できる」（35.0％）の妊婦褥婦への情報提
供であった。備蓄率が高い項目は「スタッフ
用新生児避難具」（80.0％）、「紙おむつ・お
尻ふき」（70.0％）、「ナ プキ ン」（70.0％）で
あった。一方、備蓄率の低い項目は、ライフ
ライン途絶時の「トイレ用の新聞紙」
（55.0％）、「ビニール袋」（55.5％）、「母親
用新生児避難具」（45.0％）、「吸引カテーテ
ル」（40.0％）であった。産科棟での地震想
定訓練実施は、災害拠点病院であっても 3 割
に過ぎず、ライフライン途絶時を想定した備
蓄率が低い実態が明らかとなった。 
 
（4）分娩室における地震を想定した訓練に
参加した助産師のリフレクション 
 分娩進行中の産婦を受け持つ助産師の立
場として【産婦・家族への声かけが大切】【分
娩室リーダーと分娩進行について相談する】
【産婦の傍を離れない】【とにかく産婦には
産むことに集中してもらう】【低い分娩台で
の安全な介助】【分娩経過記録を書き忘れる】。
分娩室リーダーの立場として【産婦の安全・
安楽を守る】【分娩介助をする後輩を支援す
るという意味では、通常の仕事と変わらな
い】【その場にいる人材をどう活用するかを
考える】。分娩室の安全性については【分娩
台の上に何が落ちてくるのか考える必要が
ある】【廊下に物が散乱することを想定する】
【停電したら真っ暗になるし、閉じ込められ
る】【分娩室内ですべての物品が揃うように
する】ことが課題であることが見出された。 
 
（5）震災発生時における分娩期（産婦）の
安全確保に向けたアクションリサーチ 
 研究開始時期は、東北大震災直後であった
ため研究参加者の中には、救護に参加したり、
被災地病院に派遣された経験のある助産師
がいた。そのため、震災発生時に所属病棟で
勤務していた経験と被災地での活動経験が
共有され、参加者の災害対策への意識が高ま
っていることが確認された。 
①現状の災害対策の見直し；研修会で、現在
の災害対策マニュアルを共有し、分娩室で
の防災訓練として、分娩室勤務者、分娩件
数（分娩進行中の産婦の数）が平均的と思
われる場面での訓練の必要性が表出され
た。 

②分娩室防災訓練への参加；勤務者としてリ
ーダー1 名、スタッフ 3 名、医師 1 名、分
娩進行中の経産婦 1名、初産婦 2名、家族
がいる状況で、震災発生後にうち 2 名が分
娩する場面を想定して訓練を実施した。参
加者は、各役割と観察者を担った。 

③分娩室内訓練での気づき；分娩室リーダー、
スタッフの各役割から気づきが見出され、
分娩室外との連携が課題として挙げられ

た（課題（4）結果参照） 
④陣痛室と分娩室外連携での気づき；あらか
じめ【安全な場所を避難場所として想定し
ておく】必要性と。【助産師は入院者の安
全確認をする】一方で【クラークに分娩室
-病棟の連絡係を依頼する】【クラークに面
会家族の安全確認を依頼する】【助手に不
在者の迎えを依頼する】など他職種との協
働が検討され、【カンファレンスを活用し
防災意識を高める機会を継続的に持つ】こ
とや【多職種が具体的に行動できるアクシ
ョンカードの導入】が有用であろうことが
検討された。 

⑤アクションカード作成；結果①～④をもと
に、産科棟で活用できるアクションカード
案を作成した。 

 
（6）産科棟の災害対策におけるアクション
カードの導入と活用 
 防災訓練開始時、師長より一斉にアクショ
ンカードが配布された。カードを配布された
クラーク・助手は、積極的に訓練に参加した。
助産師は、カードの配布と同時に速やかに行
動した。訓練中、入院患者および面会人の人
数把握に時間が費やされた。訓練後、分娩室
内の避難持ち出し袋に入れる物品や、精子卵
子保存用の液体窒素ボンベの管理について
の疑問点が上がった。災害マニュアルを読ん
でいない者であってもアクションカードを
使えば行動できることが明らかとなった。 
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